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平成３０年４月１１日判決言渡  

平成２９年（行ケ）第１０２０８号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成３０年３月５日 

  判    決 

     

       原 告   一 般 財 団 法 人 

                   全日本情報学習振興協会 

        

       同訴訟代理人弁理士   岩   内   三   夫        

     

          被       告   特許庁長官 

          同 指 定 代 理 人   木 住 野   勝   也 

                      井   出   英 一 郎 

                      真   鍋   伸   行 

  主    文 

      １ 原告の請求を棄却する。 

      ２ 訴訟費用は，原告の負担とする。 

           事実及び理由 

第１ 請求 

 特許庁が不服２０１７－３３２号事件について平成２９年１０月２日にした審決

を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 １ 特許庁における手続の経緯等 

 ⑴ 原告は，平成２７年４月９日，「マイナンバー実務検定」の文字を標準文字で

表して成り，第４１類「技芸・スポーツ又は知識の教授，検定試験の企画・運営又は

実施及びこれらに関する情報の提供，セミナーの企画・運営又は開催，検定試験受
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験者へのセミナーの開催及びこれらに関する情報の提供，電子出版物の提供，図書

及び記録の供覧，図書の貸与，書籍の制作，教材用書籍の制作，教育・文化・娯楽・

スポーツ用ビデオの制作（映画・放送番組・広告用のものを除く。），教材用ビデオ・

ＤＶＤの制作（映画・放送番組・広告用のものを除く。），映画・演芸・演劇・音楽又

は教育研修のための施設の提供，レコード又は録音済み磁気テープの貸与，録画済

み磁気テープの貸与」を指定役務とする商標の登録出願（商願２０１５－３３３８

７号）をした（甲１０３。以下「本願商標」という。）。 

 (2) 原告は，平成２８年１０月５日付けで拒絶査定を受けたので（甲１０７），平

成２９年１月１１日，これに対する不服の審判を請求した（甲１０８）。 

 (3) 特許庁は，これを，不服２０１７－３３２号事件として審理し，同年１０月

２日，「本件審判の請求は，成り立たない。」との別紙審決書（写し）記載の審決（以

下「本件審決」という。）をした。同月１７日，その謄本が原告に送達された。 

 (4) 原告は，同年１１月１５日，本件審決の取消しを求める本件訴訟を提起した。 

 ２ 本件審決の理由の要旨 

 本件審決の理由は，別紙審決書（写し）のとおりである。要するに，本願商標は，

①公益に関する事業であって営利を目的としないものを表示する標章で，著名な「マ

イナンバー」の文字から成る標章（以下「引用標章」という。）と類似するから，商

標法４条１項６号に該当し，②別紙引用商標目録記載の商標（甲１０５。以下「引用

商標」という。）と類似する商標であるから，商標法４条１項１１号に該当し，商標

登録を受けることができない，というものである。 

 ３ 取消事由 

 (1) 商標法４条１項６号に該当するとの判断の誤り（取消事由１） 

 (2) 商標法４条１項１１号に該当するとの判断の誤り（取消事由２） 

第３ 当事者の主張 

 １ 取消事由１（商標法４条１項６号に該当するとの判断の誤り）について 

〔原告の主張〕 
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 (1) 引用標章の著名性について 

 本件審決は，「マイナンバー」の文字が「行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「マイナンバー

法」という。）に基づく社会保障・税番号」を表示するものであるとし，該文字は公

益に関する事業であって営利を目的としないものを表示する標章として一般に広く

知られている著名な標章である旨認定している。 

 しかしながら，「マイナンバー」の文字は，平易な英語である「ｍｙ」及び「ｎｕ

ｍｂｅｒ」に由来する外来語であって，「私の番号」の意味合いを容易に認識し理解

せしめるものである。したがって，「マイナンバー」の文字に接する本願商標の指定

役務の取引者，需要者は，一義的には「私の番号」を意味する語として認識し理解す

るのが自然であり，「マイナンバー法に基づく社会保障・税番号」を表示するものと

して認識するとはいえない。 

 また，マイナンバー制度は，導入されてから日が浅く，必ずしも国民全般に広く

浸透しているとまではいえず，その利用も極めて低調であるから，本願商標の指定

役務の取引者，需要者を含む国民の多くが，「マイナンバー」の文字から直ちに「公

益に関する事業であって営利を目的としないものを表示する標章」であると認識し

て理解することはなく，マイナンバー制度において使用されている標章を連想，想

起するとまではいえない。 

 したがって，「マイナンバー」の文字は，マイナンバー制度において使用されてい

る標章として一般に広く知られているものとはいえず，たとえ，マイナンバー制度

が公益に関する事業であって営利を目的としないものであるとしても，当該事業を

表示する著名な標章ではない。 

 (2) 本願商標と引用標章との類否 

 ア 本願商標について 

 本願商標は，「マイナンバー実務検定」の各文字が，同書，同大，等間隔，同色で

外観上まとまりよく一体的に構成されているばかりでなく，観念上も特に軽重の差
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を見出すことのできないものである。また，これより生ずる「マイナンバージツム

ケンテイ」の称呼も，全体をもってよどみなく一連に称呼し得るものである。 

 本願商標に接する取引者，需要者は，構成中の後半に配された「実務検定」の文字

部分を捨象して，前半の「マイナンバー」の文字部分のみに着目し，これを独立した

識別標識として認識するとは言い難く，むしろ，構成全体をもって一体不可分の一

種の造語として認識し把握するとみるのが自然であり，本願商標は，その構成文字

全体に相応して「マイナンバージツムケンテイ」の一連の称呼のみを生ずるという

べきである。 

 また，「マイナンバー」の文字は，「私の番号」の意味合いを容易に認識し理解する

ことができるものであり，「実務」の文字が「実際の事務。実地に扱う業務」の，「検

定」の文字が「一定の基準に照らして検査し，合格・不合格・価値・資格などを決定

すること。検定試験の略」の各意味を有することからすれば，本願商標は全体とし

て，「私の番号の実際の事務，実地に扱う業務を一定の基準に照らして検査し，合格・

不合格・価値・資格などを決定すること」，「私の番号の実際の事務，実地に扱う業務

の検定試験」等の観念を生ずる。 

 仮に，「マイナンバー」の文字が，「マイナンバー法に基づく社会保障・税番号」を

表す標章として著名であるとしても，本願商標からは，「マイナンバー制度における

マイナンバーについての実際の事務，実地に扱う業務を一定の基準に照らして検査

し，合格・不合格・価値・資格などを決定すること」，「マイナンバー制度におけるマ

イナンバーについての実際の事務，実地に扱う業務の検定試験」等の一連の観念を

生ずるのであって，「マイナンバー法に基づく社会保障・税番号」の観念は生じない。 

 イ 原告による本願商標の使用  

 原告は，文部科学大臣の許可法人，文部科学省生涯学習政策局の所管の団体とし

て平成１１年１０月にスタートし，児童から高齢者に至るまでの幅広い層に情報教

育に関する事業を実施し，情報に係る生涯学習を推進している一般財団法人で，情

報教育に関する技能検定を実施し，また，情報教育に関する講習会を開催するとと
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もに，情報学習に関する調査研究及び出版物の刊行を行うことにより，情報に係る

生涯学習を推進している。原告は，他団体とも協力の上，マイナンバー制度に関す

る講習会を開催するとともに，産経新聞社，角川アスキー総合研究所の後援を得て，

マイナンバー制度に関する実務検定等を広く推進している。 

 原告は，平成２７年８月にマイナンバー制度に関する実務検定試験を開始し，こ

れまでに，全国主要都市の合計１３８会場において１２回のマイナンバー実務検定

試験を実施しており，その受験申込者は平成２９年１２月分を含めて合計４万５９

６８名に達している。 

 原告は，マイナンバー実務検定についての宣伝広告映像をＹｏｕＴｕｂｅにアッ

プロードし，テレビで広告を放映し，新聞に広告を掲載するなど，広く宣伝広告を

行っているほか，パンフレット，案内ビラ，ポスター等を作製し配布又は展示して

いる。また，原告は，日本能率協会マネジメントセンターの発行するマイナンバー

実務検定公式テキストを監修するとともに，合計３万部のマイナンバー実務検定公

認テキスト，同公式過去問題集等を発行している。これらの宣伝広告，パンフレッ

ト，案内ビラ，テキスト等には常に本願商標と同一の「マイナンバー実務検定」の文

字が一体不可分に表示されている。 

 これらの事情によれば，本願商標は，原告の業務に係る「実務検定試験及びその

講習会の企画・運営又は実施及びこれらに関する情報の提供」について使用する商

標として取引者，需要者の間に広く認識されており，本願商標に接する取引者，需

要者は，本願商標を一体不可分のものとして，かつ，原告の業務に係る役務につい

て使用するものとして認識し把握している。 

 ウ 本願商標と引用標章との対比 

 本願商標は，上記アのとおり，「マイナンバー実務検定」の文字が一体不可分のも

のとして認識し把握され，「マイナンバージツムケンテイ」の一連の称呼のみを生ず

るもので，「私の番号の実際の事務，実地に扱う業務を一定の基準に照らして検査し，

合格・不合格・価値・資格などを決定すること」，「私の番号の実際の事務，実地に扱
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う業務の検定試験」，あるいは，「マイナンバー制度におけるマイナンバーについて

の実際の事務，実地に扱う業務を一定の基準に照らして検査し，合格・不合格・価

値・資格などを決定すること」，「マイナンバー制度におけるマイナンバーについて

の実際の事務，実地に扱う業務の検定試験」等の一連の観念を生ずるものであり，

上記イの使用状況等の取引における実情をも併せ考慮するなら，本願商標の「マイ

ナンバー」の文字部分のみを分離抽出した上で，これが自他役務の識別標識として

の要部であるとすべき理由はない。 

 他方，引用標章は，「マ」，「イ」，「ナ」，「ン」，「バ」，「ー」の文字のみからなるも

のであり，「マイナンバー」の称呼を生じ，「私の番号」又は「マイナンバー制度にお

けるマイナンバー」の観念を生ずるものである。 

 本願商標と引用標章とは，外観上判然と区別し得る差異を有するものであるばか

りでなく，それぞれから生ずる「マイナンバージツムケンテイ」の称呼と「マイナン

バー」の称呼とは，構成音数を異にし，「ジツムケンテイ」の音の有無という顕著な

差異により容易に区別することができるものである。また，前述のとおり，本願商

標から生ずる観念と引用標章から生ずる観念も，別異のものである。 

 したがって，本願商標と引用標章とは，外観，称呼及び観念のいずれの点からも，

非類似である。 

〔被告の主張〕 

 (1) 引用標章が「公益に関する事業であって営利を目的としないものを表示する

標章」であることについて 

 マイナンバー制度は，マイナンバー法に基づいて，行政機関や地方公共団体が，

社会保障，税，災害対策の３分野について，分野横断的な共通の番号を導入するこ

とで，個人の特定を確実かつ迅速に行うことにより，公平・公正な社会の実現，国民

の利便性の向上，行政の効率化を実現するために設けられた制度である。 

 以上のような制度の趣旨及び内容並びに行政機関及び地方公共団体における取組

みの実情からすると， マイナンバー制度は，行政機関や地方公共団体において，社
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会保障・税・災害対策等の行政手続で利用される公的な制度であるといえ，行政機

関や地方公共団体が実施する「公益に関する事業であって営利を目的としないもの」

であるといえる。 

 「マイナンバー」の文字は，マイナンバー制度における社会保障・税・災害対策の

行政手続で必要となる番号として，地方公共団体を通じて，日本国内に住民票を有

する全ての個人に「個人番号」として付与，通知されており，行政機関や地方公共団

体における各種の行政サービスにおいて使用されているものである。 

 したがって，「マイナンバー」は，「マイナンバー法に基づく社会保障・税番号」を

表示する文字であって，行政機関や地方公共団体が実施する公的な事業であるマイ

ナンバー制度に利用されるものであるから，「マイナンバー」の文字は，「公益に関

する事業であって営利を目的としないものを表示する標章」といえる。 

 (2) 引用標章の著名性について 

 「マイナンバー」の文字は，平成２５年５月にマイナンバー法が成立し，平成２７

年１０月から我が国に住民票を有する全ての個人に「マイナンバー」が通知され，

平成２８年１月に我が国が新たに運用を開始した「社会保障・税番号」に関するマ

イナンバー制度において使用されている標章として，その導入前から国民全体が関

心を持って注目されてきたものである。  

 そして，「マイナンバー」は，マイナンバー制度の導入から現在において，各種の

様々な行政手続に必要となる「個人番号」として，国民生活一般に密接に関わるも

のであり，加えて，その間，「マイナンバー」に関する記事が多数の新聞記事，イン

ターネット情報等に取り上げられている。 

 そうすると，「マイナンバー」は，マイナンバー制度において利用されている「マ

イナンバー法に基づく社会保障・税番号」を表すものとして，我が国において一般

に普及し，広く知られている文字であるといえ，「著名なもの」に該当する。 

 (3) 本願商標と引用標章との類否 

 ア 本願商標について 
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 本願商標は，「マイナンバー実務検定」の文字を標準文字で表してなるところ，該

文字は，視覚上，片仮名で表された「マイナンバー」の文字と漢字で表された「実務

検定」の文字とを結合した構成からなるものと，認識，把握されるものである。 

 そして，本願商標の前半の「マイナンバー」の文字部分は，「マイナンバー法に基

づく社会保障・税番号」の意味を有する著名な標章である「マイナンバー」と，その

構成文字を同じくするものであるから，当該文字部分によって，本願商標が「マイ

ナンバー法に基づく社会保障・税番号」に関するものであることを強く理解，認識

させるものであるといえ，該文字部分が取引者，需要者に対し商品又は役務の出所

識別標識として強く支配的な印象を与えるものであるといえる。 

 本願商標の後半の「実務検定」の文字部分は，「実務」の文字が，「実際の事務」を

意味する語，また，「検定」の文字が，「検定試験の略」を意味する語であって，各種

実務に関する検定試験を表すものとして「実務検定」の文字が使用されている実情

があることからすると，当該文字部分は，「検定試験」における種類（内容）を表す

「実務に関する検定試験」程の意味合いを理解させるものである。 

 本願商標に接する取引者，需要者は，本願商標の後半の「実務検定」の文字部分を

検定試験の種類を表す一般的な名称の一つを表示した部分として理解，認識するに

すぎないから，当該文字部分は商品又は役務の識別標識としての機能を発揮しない

か，又は極めて弱いものである。 

 そうすると，本願商標の構成中の「マイナンバー」の文字部分は，「実務検定」の

文字部分と比しても，強く支配的な印象を与える部分ということができ，本願商標

から「マイナンバー」の文字部分が独立して強く看取されるものであるから，本願

商標は，その構成中の「マイナンバー」の文字部分を要部として抽出し，当該文字部

分のみを引用標章と比較して，商標の類否判断をすることが許されるものである。 

 したがって，本願商標は，これを構成する文字全体より生じる「マイナンバージ

ツムケンテイ」の称呼及び「マイナンバー法に基づく社会保障・税番号の実務に関

する検定試験」の観念のほか，その構成中の要部である「マイナンバー」の文字に相



 - 9 - 

応して，「マイナンバー」の称呼及び「マイナンバー法に基づく社会保障・税番号」

の観念を生じるものである。 

 イ 引用標章について 

 引用標章は，「マイナンバー」の文字から成り，当該文字に相応して，「マイナンバ

ー」の称呼及び「マイナンバー法に基づく社会保障・税番号」の観念を生じるもので

ある。 

 ウ 本願商標と引用標章が類似することについて 

 本願商標の要部である「マイナンバー」の文字部分と引用標章の「マイナンバー」

の文字部分を対比するに，称呼及び観念については，「マイナンバー」の称呼及び「マ

イナンバー法に基づく社会保障・税番号」の観念を共通にするものである。また，外

観については，本願商標の要部及び引用標章のいずれも，その構成文字を同じくす

る「マイナンバー」の片仮名を表したものであるから，外観において同一といって

差し支えないほど近似する。 

 そうすると，本願商標の要部である「マイナンバー」と引用標章とは，外観，称呼

及び観念において，いずれも同一又は類似するものであり，本願商標と引用標章と

は，類似するものというべきである。 

 ２ 取消事由２（商標法４条１項１１号に該当するとの判断の誤り）について 

〔原告の主張〕 

 (1) 本願商標について 

 本件審決は，本願商標の構成中の「マイナンバー」の文字部分が著名な引用標章

と同一であって，本願商標の要部として看者の注意を強くひき，「実務検定」の文字

部分は本願商標の指定役務との関係で識別力が弱いから，本願商標が「マイナンバ

ー」の称呼を生じ，かつ，「マイナンバー法に基づく社会保障・税番号」の観念を生

じるとする。 

 しかし，本願商標は同書，同大，等間隔，同色の文字により外観上まとまりよく一

体的に構成され，一体不可分の一種の造語として認識し把握されるものであるから，
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「マイナンバー」の文字部分のみを分離抽出し，これが本願商標の自他役務の識別

標識としての要部であるとすべき理由はない。 

 「実務検定」の文字部分が指定役務との関係において識別力が比較的弱いもので

あるとしても，本願商標は，取引者，需要者によって一体不可分のものとして認識

し把握されているから，本願商標の構成を分断して観察すべきではない。「マイナン

バー」の文字は，本願商標の指定役務について使用する商標として広く知られてい

るものとはいえないことからも，本願商標から「マイナンバー」の文字部分のみが

独立して自他役務の識別標識としての機能を果たすものとはいえない。 

 本願商標は，あくまでも全体をもって一体不可分のものとして自他役務の識別標

識としての機能を果たしているから，「マイナンバージツムケンテイ」の一連の称呼

のみを生ずる。 

 そして，本願商標は，全体として「私の番号の実際の事務，実地に扱う業務を一定

の基準に照らして検査し，合格・不合格・価値・資格などを決定すること」，「私の番

号の実際の事務，実地に扱う業務の検定試験」の観念を生ずるものであり，また，

「マイナンバー制度におけるマイナンバーについての実際の事務，実地に扱う業務

を一定の基準に照らして検査し，合格・不合格・価値・資格などを決定すること」，

「マイナンバー制度におけるマイナンバーについての実際の事務，実地に扱う業務

の検定試験」等の一連の観念を生ずることもあるが，単に「マイナンバー法に基づ

く社会保障・税番号」の観念のみを生ずることはない。 

 (2) 引用商標について 

 引用商標は，「マイナンバー」の文字を標準文字で表して成り，第９類，第１６類，

第２５類，第３５類，第３６類，第３８類，第４１類，第４２類及び第４５類に属す

商品及び役務を指定商品及び指定役務とするものである。 

 そして，引用商標は，その構成文字に相応して「マイナンバー」の称呼を生じ，

「私の番号」の観念を生ずるほか，「マイナンバー制度におけるマイナンバー」の観

念を生ずる場合もあるものといえる。 
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 (3) 本願商標と引用商標との類否について 

 引用商標は，引用標章と同一の構成からなるものであるから，本願商標と引用商

標との類否については，取消事由１で述べたことがそのまま当てはまり，本願商標

と引用商標とは非類似である。 

 (4) 指定役務の類否について 

 本件審決は，本願商標の指定役務と引用商標の指定商品及び指定役務との類否に

ついて何ら具体的に判断することなく，本願商標が商標法４条１項１１号に該当す

るものであるとしており，理由不備であって，審理不尽といわざるを得ない。 

 また，本件審決においてこの点について判断していないにもかかわらず，本件訴

訟においてこれを主張することは，時機に後れた攻撃防御方法であって，認められ

るものではない。 

〔被告の主張〕 

 (1) 本願商標について 

 本願商標は，「マイナンバー実務検定」の文字を標準文字で表してなるところ，当

該文字は，視覚上，片仮名で表された「マイナンバー」の文字と漢字で表された「実

務検定」の文字を結合した構成からなるものと，認識，把握されるものといえる。 

 そして，本願商標の前半の「マイナンバー」の文字部分は，前記のとおり，本願商

標が「マイナンバー法に基づく社会保障・税番号」に関するものであることを強く

理解，認識させる。 

 本願商標の後半の「実務検定」の文字部分は，前記のとおり，「検定試験」におけ

る種類（内容）を表す「実務に関する検定試験」程の意味合いを理解させるものとい

え，本願の指定役務中，「検定試験」との関連を有する分野において，各種実務に関

する検定試験を表すものとして多数使用されている実情がある。 

 そうすると，前記の指定役務の分野において，本願商標に接する需要者は，本願

商標の構成中，「実務検定」の文字部分から，当該役務が「実務に関する検定試験」

に係ることを内容とするもの，すなわち，役務の質（内容）を表す部分として，認
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識，理解するというべきであるから，「実務検定」の文字部分は，役務の識別標識と

しての機能を発揮し得ないものであり，当該部分のみからは，役務の出所識別標識

としての称呼及び観念が生じない。 

 以上によれば，本願商標の構成中の「マイナンバー」の文字部分が，「実務検定」

の文字部分に比して，役務の出所識別標識として強く支配的な印象を与えるもので

あって，役務の識別標識としての機能を発揮し得るものといえるから，前記の指定

役務の分野において，本願商標は，その構成中の「マイナンバー」の文字部分を要部

として抽出し，当該文字部分のみを引用商標と比較して，商標の類否判断をするこ

とが許されるものである。 

 そうすると，本願商標は，その構成文字全体から生じる「マイナンバージツムケ

ンテイ」の称呼及び「マイナンバー法に基づく社会保障・税番号の実務に関する検

定試験」の観念のほかに，その構成中の要部である「マイナンバー」の文字に相応し

て，「マイナンバー」の称呼及び「マイナンバー法に基づく社会保障・税番号」の観

念を生じるものといえる。 

 (2) 引用商標について 

 引用商標は，「マイナンバー」の片仮名を標準文字で表してなるところ，当該文字

は，行政機関や地方公共団体が実施しているマイナンバー制度において利用されて

いる「マイナンバー法に基づく社会保障・税番号」を意味するものとして著名な標

章であるから，当該文字に相応して「マイナンバー」の称呼及び「マイナンバー法に

基づく社会保障・税番号」の観念を生じるものといえる。 

 (3) 本願商標と引用商標の類否について  

 本願商標と引用商標とは，外観においては，その全体の構成において，「実務検定」

の文字の有無に差異を有するものであるが，本願商標の要部として看取される「マ

イナンバー」と引用商標とは，いずれもその構成文字を同じくする片仮名を標準文

字で表したものであるから，両者は，外観上，同一のものといえる。  

 次に，称呼においては，本願商標全体から生じる「マイナンバージツムケンテイ」
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の称呼と引用商標から生じる「マイナンバー」の称呼は，その音構成及び音数にお

いて差異を有するものであって，聴別されるものであるが，本願商標の要部として

看取される「マイナンバー」の文字と引用商標の「マイナンバー」の文字とは，とも

に「マイナンバー」の称呼を生じるものであるから，両者は，称呼上，同一といえ

る。  

 そして，観念においては，本願商標全体から生じる「マイナンバー法に基づく社

会保障・税番号の実務に関する検定試験」の観念と引用商標から生じる「マイナン

バー法に基づく社会保障・税番号」の観念とは，観念上，類似しないものであるが，

本願商標の要部として看取される「マイナンバー」の文字と引用商標の「マイナン

バー」の文字とは，ともに「マイナンバー法に基づく社会保障・税番号」の観念を生

じるものであるから，両者は，観念上，同一といえる。  

 そうすると，本願商標と引用商標とは，本願商標の要部である「マイナンバー」の

文字との比較において，外観，称呼及び観念を同一にするものであるから，これら

を総合してみれば，本願商標と引用商標を同一又は類似の役務に使用したときは，

両商標は，役務の出所について誤認混同を生じるおそれのある，互いに類似の商標

というべきである。 

 (4) 指定役務の類否について 

 本願商標の指定役務中，「技芸・スポーツ又は知識の教授，セミナーの企画・運営

又は開催，検定試験受験者へのセミナーの開催及びこれらに関する情報の提供，電

子出版物の提供，図書及び記録の供覧，図書の貸与，書籍の制作，教材用書籍の制

作，教育・文化・娯楽・スポーツ用ビデオの制作（映画・放送番組・広告用のものを

除く。），教材用ビデオ・ＤＶＤの制作（映画・放送番組・広告用のものを除く。），レ

コード又は録音済み磁気テープの貸与，録画済み磁気テープの貸与」は，引用商標

の指定役務中の「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成２５年法律第２７号）に関する知識の教授，社会保障・税番号制度に

関する知識の教授，行政サービス又は行政手続に関する知識の教授，その他の技芸・
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スポーツ又は知識の教授，行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）に関するセミナーの企画・運営又は

開催，社会保障・税番号制度に関するセミナーの企画・運営又は開催，行政サービス

又は行政手続に関するセミナーの企画・運営又は開催，その他のセミナーの企画・

運営又は開催，電子出版物の提供，図書及び記録の供覧，図書の貸与，書籍の制作，

教育・文化・娯楽・スポーツ用ビデオの制作（映画・放送番組・広告用のものを除

く。），レコード又は録音済み磁気テープの貸与，録画済み磁気テープの貸与」と同

一の役務を含むものであるから，互いに同一又は類似するものといえる。 

 また，本願商標の指定役務中の「検定試験の企画・運営又は実施及びこれらに関

する情報の提供」と，引用商標の指定役務中の「行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）に関する知識

の教授，社会保障・税番号制度に関する知識の教授，行政サービス又は行政手続に

関する知識の教授，その他の技芸・スポーツ又は知識の教授」とは，例えば，その役

務の事業者を共通にすることや，特定の講座（知識の教授）を受講した者が，その知

識に関連した検定試験を受験するというように，それぞれの役務の需要者が共通す

る関係性があることからすると，前記の役務は，互いに類似するものといえる。 

 原告は，本件審決は，本願商標の指定役務と引用商標の指定商品及び指定役務と

の類否について具体的に判断することなく，本願商標が商標法４条１項１１号に該

当するものであるとしており，理由不備，審理不尽と主張する。しかし，本願商標の

指定役務と引用商標の指定役務とは，本願商標の指定役務が，引用商標の指定役務

と同一である役務を含んでいることが明らかであることから，本件審決において，

本願商標と引用商標を同一又は類似の役務に使用したときは，両商標は，役務の出

所について誤認混同を生じるおそれのある，互いに類似の商標と判断したのである

から，理由不備や審理不尽はない。 

 (5) 小括 

 以上のとおり，本願商標は，引用商標と類似するものであって，かつ，引用商標の
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指定役務と同一又は類似する役務に使用をするものであるから，商標法４条１項１

１号に該当する。 

第４ 当裁判所の判断 

 １ 取消事由１（商標法４条１項６号に該当するとの判断の誤り）について 

 (1) 商標法４条１項６号の趣旨 

 商標法４条１項６号は，同号に掲げる標章を一私人に独占させることは，同号所

定の団体の信用や権威を損ない，国際信義に反することから，これを不登録事由と

したものと解される。 

 (2) 引用標章が「公益に関する事業であって営利を目的としないものを表示する

標章で著名」であることについて 

 ア 下記に掲記した証拠及び弁論の全趣旨によれば，次の各事実を認めることが

できる。 

 (ア) マイナンバー制度は，平成２５年５月に成立したマイナンバー法に基づいて，

行政機関や地方公共団体が，社会保障，税，災害対策の３分野について，分野横断的

な共通の番号を導入することで，個人の特定を確実かつ迅速に行うことにより，所

得や他の行政サービスの受給状況を把握しやすくなることから，負担を不当に免れ

ることや給付を不正に受けることを防止するとともに，きめ細やかな支援を行うこ

とができ（公平・公正な社会の実現），また，添付書類の削減など，行政手続が簡素

化され，国民の負担が軽減され，行政機関が持っている自分の情報を確認したり，

行政機関から様々なサービスのお知らせを受け取ることができ（国民の利便性の向

上），さらに，行政機関や地方公共団体などで，様々な情報の照合，転記，入力など

に要している時間や労力が大幅に削減され，複数の業務の間での連携が進み，作業

の重複などの無駄が削減される（行政の効率化）ことを実現するために設けられた

制度であり，平成２８年１月から，順次，運用を開始している（乙１～３）。 

 マイナンバーは，「社会保障・税の番号」であり，日本国内に住民票を有する，全

ての個人に割り当てられ，各種の様々な行政手続に必要となる１２ケタの個人番号
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であり，平成２７年１０月以降，市区町村から住民票の住所にマイナンバーを記載

した通知カードを送付する方法により，日本国内に住民票を有する全ての個人に通

知されている（乙２～４）。 

 (イ) 「マイナンバー」の文字は，マイナンバー制度において使用されている標章

であり，内閣府のウェブサイト（乙１，２，５），総務省のウェブサイト（乙３），厚

生労働省のウェブサイト（乙６），文部科学省のウェブサイト（乙７），国税庁のウェ

ブサイト（乙８），名古屋市，大阪市，福岡市のウェブサイト（乙９，１０，１１），

地方公共団体情報システム機構のウェブサイト（乙１２）等において用いられてい

る。 

 上記ウェブサイト等においては，「マイナンバー（社会保障・税番号制度）」（乙２，

５），「マイナンバー（社会保障・税番号）」（乙７），「社会保障・税番号制度＜マイナ

ンバー＞」（乙８），「マイナンバー 社会保障・税番号制度」（乙９，１０，１２），

「社会保障・税番号（マイナンバー）」（乙９），「マイナンバー（個人番号）」（乙２，

３，７，１１）等の記載がある。また，ｇｏｏ辞書には，「＜＜（和）ｍｙ ｎｕｍ

ｂｅｒ＞＞マイナンバー法に基づいて日本国内に住民票を有するすべての個人に割

り当てられる『個人番号』の通称。住民票コードを変換して得られる１２桁の固有

の番号で，住所地の市町村長が指定し，通知する。共通番号。社会保障・税番号。」

（乙４）との記載がある。 

 (ウ) マイナンバーないしマイナンバー制度については，多数の新聞記事，雑誌記

事，インターネット情報等に取り上げられ，それらの記事等においても，「マイナン

バー」の文字が使用されている（甲６２～６５，乙１３～２３）。  

 イ 以上の事実を前提に検討する。 

 (ア) マイナンバー制度は，行政機関や地方公共団体において，社会保障・税・災

害対策等の行政手続で利用される公的な制度であり，行政機関や地方公共団体が実

施する「公益に関する事業であって営利を目的としないもの」に該当する。 

 (イ) マイナンバー制度については，行政機関や地方自治体のウェブサイトによっ
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て周知が図られ，新聞記事等にも多数回取り上げられていること，平成２７年１０

月以降，各個人に宛ててマイナンバーを記載した通知カードが送付されていること，

平成２８年１月からマイナンバー制度の運用が開始していること等の事実を総合す

ると，マイナンバー制度自体は国民一般に広く知られているものと認められる。 

 そして，上記のウェブサイトや新聞記事においては，「マイナンバー」との文字が

付され，「マイナンバー（社会保障・税番号制度）」，「社会保障・税番号（マイナンバ

ー）」，「マイナンバー（個人番号）」などと記載されていることや，辞書等に示された

定義等によれば，引用標章は，マイナンバー法に基づく社会保障・税番号又は個人

番号，あるいは，社会保障・税番号制度であるマイナンバー制度を表示する標章と

して，広く使用されているものと認められる。 

 以上によれば，引用標章は，我が国において一般に広く知られたマイナンバー制

度において利用されている文字であり，マイナンバー法に基づく社会保障・税番号

又は個人番号，あるいは，社会保障・税番号制度であるマイナンバー制度を意味す

る語として，本願商標の指定役務の取引者，需要者に広く知られているといえるか

ら，「著名」であるといえる。 

 ウ 原告の主張について 

 原告は，「マイナンバー」との文字は，「ｍｙ」及び「ｎｕｍｂｅｒ」に由来する外

来語で，「私の番号」との意味合いを認識，理解させるものであり，本願商標の指定

役務の取引者，需要者は，「私の番号」を意味する語として認識，理解するのが自然

である一方，マイナンバー制度は，必ずしも国民全般に広く浸透しているとまでは

いえないから，本願商標の指定役務の需要者，取引者を含む国民の多くが，直ちに

引用標章からマイナンバー制度において使用されている標章を連想，想起するもの

とはいえず，著名とはいえない旨主張する。 

 しかしながら，「マイナンバー」は，行政機関や地方公共団体が実施する公的な事

業であるマイナンバー制度において使用される文字であり，マイナンバー法に基づ

く社会保障・税番号又は個人番号，あるいは，社会保障・税番号制度であるマイナン
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バー制度を意味する語であること，また，マイナンバー制度は，国民一般に広く知

られている制度であることは，前記イのとおりである。 

 そうすると，引用標章は，本願商標の指定役務の需要者，取引者において，マイナ

ンバー制度において使用されている標章を連想，想起するものというべきであり，

原告の主張は，採用できない。 

 エ 小括 

 よって，引用標章は，「公益に関する事業であって営利を目的としないものを表示

する標章」で「著名なもの」であると認められる。 

 (3) 本願商標と引用標章の類否 

 ア 判断基準 

 商標の類否は，同一又は類似の商品又は役務に使用された商標が，その外観，観

念，称呼等によって取引者，需要者に与える印象，記憶，連想等を総合して，その商

品又は役務に係る取引の実情を踏まえつつ全体的に考察すべきものである（最高裁

昭和３９年（行ツ）第１１０号同４３年２月２７日第三小法廷判決・民集２２巻２

号３９９頁参照）。 

 複数の構成部分を組み合わせた結合商標と解される商標の類否判断に当たり，構

成部分を分離して観察することが取引上不自然であると思われるほど不可分的に結

合しているものと認められる場合には，商標の構成部分の一部を抽出し，この部分

だけを他人の商標と比較して商標そのものの類否を判断することは，①その部分が

取引者，需要者に対し商品又は役務の出所識別標識として強く支配的な印象を与え

るものと認められる場合や，②それ以外の部分から出所識別標識としての称呼，観

念が生じないと認められる場合などを除き，許されないというべきである（最高裁

昭和３７年（オ）第９５３号同３８年１２月５日第一小法廷判決・民集１７巻１２

号１６２１頁，最高裁平成３年（行ツ）第１０３号同５年９月１０日第二小法廷判

決・民集４７巻７号５００９頁，最高裁平成１９年（行ヒ）第２２３号同２０年９月

８日第二小法廷判決・裁判集民事２２８号５６１頁参照）。  
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 イ 本願商標の「マイナンバー」の構成部分を類否判断の対象とすることの可否 

 本願商標は，「マイナンバー実務検定」というものであり，その全体の構成から，

「マイナンバージツムケンテイ」との称呼を生じ，「マイナンバーについての実務検

定」との観念を生じる。 

 また，本願商標の「マイナンバー」の構成部分は，著名な標章である「マイナンバ

ー」とその構成文字を同じくするものであるから，当該構成部分は，役務の出所識

別標識として強く支配的な印象を与えるものと認められる。 

 他方，本願商標の指定役務には，「検定試験の企画・運営又は実施及びこれらに関

する情報の提供」，「検定試験受験者へのセミナーの開催及びこれらに関する情報の

提供」が含まれるところ，本願商標の「実務検定」の構成部分は，上記指定役務との

関係では，「実務」の「検定」であることを一般的に表示するものにすぎず，当該構

成部分から役務の出所識別標識としての称呼，観念は生じないというべきである。 

 以上によれば，本願商標からは，「マイナンバージツムケンテイ」との称呼及び「マ

イナンバーについての実務検定」との観念のみならず，「マイナンバー」との称呼及

び著名な標章である「マイナンバー」と同一の観念，すなわち，「マイナンバー法に

基づく社会保障・税番号又は個人番号，社会保障・税番号制度であるマイナンバー

制度」との観念も生じ得る。 

 よって，本願商標のうち，「マイナンバー」という構成部分を抽出し，当該構成部

分のみを引用商標と比較して商標の類否を判断することも許されるというべきであ

る。  

 ウ 本願商標と引用標章の類否 

 本願商標のうち，出所識別標識として強く支配的な印象を与える「マイナンバー」

の構成部分と，引用標章の「マイナンバー」とは，称呼及び観念がいずれも同一であ

る。 

 そうすると，本願商標と引用標章は，その外観において同一又は類似といえない

としても，本願商標と引用標章が本件指定役務に使用された場合に，役務の出所に
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つき誤認混同を生ずるおそれがあるから，本願商標と引用標章は類似するというべ

きである。 

 エ 原告の主張について 

 原告は，本願商標からは，「マイナンバー実務検定」としての一連の称呼，観念の

みを生じると主張する。 

 ①原告が，文部科学大臣の許可法人，文部科学省生涯学習政策局の所管の団体と

して，平成１１年１０月１５日に設立が認可された一般財団法人であり（甲６７，

１２９），情報教育に関する技能検定試験を実施し，また，情報教育に関する講習会

を開催するとともに，情報学習に関する調査研究及び出版物の刊行を行うことによ

り，情報に係る生涯学習を推進していること（甲６８），②原告が，産経新聞社，角

川アスキー総合研究所の後援を得て，平成２７年８月２日から平成２９年１２月１

７日までの間に，全国の主要都市の合計１３８会場において，１２回にわたり，「マ

イナンバー実務検定」との名称の検定試験を実施しており，その受験申込者は，合

計４万５９６８名に達していること（甲６９～７１，８２～９５，１１２，１３３，

１３４），③原告が，ウェブサイト「マイナンバー実務検定」を紹介するほか（甲７

０，７１），「マイナンバー実務検定」の広告動画を大手動画サイトであるＹｏｕＴ

ｕｂｅにアップロードし（甲７２，７４，１２３～１２６），テレビでコマーシャル

映像を合計５０２回放映し（甲７３，１１６，１１７の１～６，１２７，１２８，１

３５，１３６の１～４，１３７～１４３，１４４の１・２），新聞にも広告記事を掲

載し（甲７５，７６，１３３，１３４），いずれにおいても，「マイナンバー実務検

定」の文字が表示されていること，④原告が，「マイナンバー実務検定」に関するパ

ンフレット，案内ビラ，ポスター等を作成の上，配布又は展示しており（甲７７～９

４，１１８），これらにおいても，「マイナンバー実務検定」の文字が表示されている

こと，⑤原告が，マイナンバー実務検定のテキストや過去問題集等を発行しており

（甲９７～１０２，１３１，１３２），その印刷部数は，平成２９年５月の時点で，

Ｗｅｂ販売のみの７０００部を含めて３万部に達し（甲１１９，１２０），その全て
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に「マイナンバー実務検定」の文字が表示されていること等の取引の実情に照らす

なら，本願商標に，一定の周知性はあるものと認められる。 

 しかし，本願商標の「マイナンバー」の構成部分が，役務の出所識別標識として強

い印象を与えるのに対して，「実務検定」の構成部分は，役務の出所識別標識として

の呼称，観念を生じるものではないことから，「マイナンバー」の構成部分を抽出し，

この部分だけを引用商標と比較して商標の類否を判断することが許されることは，

前記イのとおりである。そうすると，本願商標から「マイナンバー実務検定」として

の一連の称呼及び観念を生じるほか，「マイナンバー」の構成部分のみを抽出した場

合には，「マイナンバー」との称呼や，「マイナンバー法に基づく社会保障・税番号又

は個人番号，社会保障・税番号制度であるマイナンバー制度」との観念も生じるか

ら，本願商標から，「マイナンバー実務検定」としての一連の称呼，観念のみを生じ

るとはいえない。 

 よって，原告の主張は，採用できない。 

 (4) 小括 

 以上によれば，本願商標は，商標法４条１項６号に該当する。 

 ２ 取消事由２（商標法４条１項１１号に該当するとの判断の誤り）について 

 ⑴ 引用商標について 

 引用商標は，「マイナンバー」との標準文字である片仮名６文字から成るところ，

この文字は，前記１で認定の著名標章「マイナンバー」（引用標章）と同一である。

よって，文字に相応する「マイナンバー」との称呼と，マイナンバー法に基づく社会

保障・税番号又は個人番号，社会保障・税番号制度であるマイナンバー制度の観念

を生ずる。 

 また，引用商標は，第４１類のほか，第９類，第１６類，第２５類，第３５類，第

３６類，第３８類，第４２類及び第４５類に属する指定商品及び指定役務を商品及

び役務としている。 

 (2) 商標の類否 
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 本願商標のうち，出所識別標識として強く支配的な印象を与える「マイナンバー」

という構成部分を抽出し，当該構成部分のみを引用商標と比較して商標の類否を判

断することが許されることは，前記１(3)イのとおりである。 

 そして，前記１(3)アの判断基準に照らすなら，引用標章と同一の標章である引用

商標も，本願商標と類似するというべきである。 

 (3) 指定役務の類否 

本願商標の指定役務のうち，「技芸・スポーツ又は知識の教授，セミナーの企画・

運営又は開催，検定試験受験者へのセミナーの開催及びこれらに関する情報の提供，

電子出版物の提供，図書及び記録の供覧，図書の貸与，書籍の制作，教材用書籍の制

作，教育・文化・娯楽・スポーツ用ビデオの制作（映画・放送番組・広告用のものを

除く。），教材用ビデオ・ＤＶＤの制作（映画・放送番組・広告用のものを除く。），レ

コード又は録音済み磁気テープの貸与，録画済み磁気テープの貸与」は，引用商標

の指定役務と同一の役務を含むものであるから，同一又は類似するといえる。 

また，本願商標の指定役務のうち，「検定試験の企画・運営又は実施及びこれらに

関する情報の提供」と，引用商標の指定役務中の「行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）に関する知

識の教授，社会保障・税番号制度に関する知識の教授，行政サービス又は行政手続

に関する知識の教授，その他の技芸・スポーツ又は知識の教授」とは，検定試験の企

画・運営等とマイナンバー法等に関する知識の教授が同一の事業者により行われる

可能性や，マイナンバー法等に関する知識の教授を受ける者と検定試験の受験者等

の需要者を共通する可能性があり，本願商標と引用商標とをこれらの役務に使用す

るときは，同一営業主に係る役務と誤認されるおそれがあると認められる関係にあ

るから，互いに類似するといえる。 

本願商標の指定役務のうち，「映画・演芸・演劇・音楽又は教育研修のための施設

の提供」と，引用商標の指定役務中の「行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）に関する知識の教授，
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社会保障・税番号制度に関する知識の教授，行政サービス又は行政手続に関する知

識の教授，その他の技芸・スポーツ又は知識の教授」とは，教育研修のための施設の

提供とマイナンバー法等に関する知識の教授が同一の事業者により行われる可能性

があり，本願商標と引用商標とをこれらの役務に使用するときは，同一営業主に係

る役務と誤認されるおそれがあると認められる関係にあるから，互いに類似すると

いえる。 

よって，本願商標の指定役務は，引用商標の指定役務と同一又は類似すると解す

るのが相当である。 

 ⑷ 原告の主張について 

 ア 原告は，本件審決は，本願商標の指定役務と引用商標の指定商品及び指定役

務との類否について具体的に判断していないのであるから，理由不備，審理不尽で

ある旨主張する。  

 商標法は，審決は，「審決の結論及び理由」を記載した文書をもって行わなければ

ならない旨を定めている（商標法５６条１項，特許法１５７条２項４号）。商標法が，

民事訴訟手続に準じた審判手続を設け，商標登録の取消事由があるかどうかについ

ては審判手続において法律上及び事実上の争点について十分な審理判断をすべきも

のとし，また，当事者の関与の下でそのような十分な審理判断がされていることを

前提として，事実審を省略し，審決に対する訴えを東京高等裁判所の専属管轄とし

ていること（商標法６３条１項）に鑑みると，審決の記載事項を義務付けた上記規

定の趣旨は，審判官の判断の慎重，合理性を担保しその恣意を抑制して審決の公正

を保障すること，当事者が審決に対する取消訴訟を提起するかどうかを考慮するの

に便宜を与えること及び審決の適否に関する裁判所の審査の対象を明確にすること

にある。 

 したがって，審決書に記載すべき理由としては，特段の事由がない限り，審判に

おける最終的な判断として，その判断の根拠を証拠による認定事実に基づき具体的

に明示することを要するものと解するのが相当であり（最高裁昭和５４年（行ツ）
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第１３４号同５９年３月１３日第三小法廷判決・裁判集民事１４１号３３９頁参照），

商標法４条１項１１号に該当するとして，拒絶査定不服審判請求が成り立たない旨

の審決をする場合には，同号に該当すること，すなわち，本願商標と引用商標とが

同一又は類似すること及び両商標の指定商品又は指定役務が同一又は類似すること

を，審決において審理判断し，審決書に記載しなければならない。 

 しかるに，本件審決には，本願商標の指定役務と引用商標の指定商品及び指定役

務とが同一又は類似することについての判断が欠けている。したがって，本件審決

には，この点において理由が十分記載されていないということができる。 

 もっとも，本件においては，本願商標と引用商標とが類似し，本願商標の指定役

務と引用商標の指定役務とが同一又は類似する旨の拒絶査定がされたのに対し（甲

１０７），原告は，審判請求書において，専ら本願商標と引用商標とが類似しない旨

の主張に終始し，本願商標の指定役務と引用商標の指定役務とが類似しないことに

ついての主張はしていないし（甲１０８），本件訴訟においても，本願商標の指定役

務と引用商標の指定役務とが類似しない旨の主張はしていない。そして，本願商標

の指定役務と引用商標の指定役務とが同一又は類似することは，前記(3)のとおりで

ある。しかも，本願商標が商標法４条１項６号に該当することは，前記１のとおり

である。そうすると，本件審決が，指定役務の類否について判断を示すことなく，商

標法４条１項１１号該当性を肯定したことをもって，結論に影響する違法があると

までいうことはできない。 

 イ なお，原告は，被告が，本件訴訟において指定役務の類似を主張することは，

時機に後れた攻撃防御方法であると主張する。 

 しかし，被告の上記主張によって，訴訟の完結を遅延させることとはならないか

ら，時機に後れた攻撃防御方法に該当しないことは明らかである。 

 (5) 小括 

 以上によれば，本願商標は，商標法４条１項１１号に該当する。 

 ３ 結論 
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 以上のとおり，本願商標は，商標法４条１項６号及び１１号に該当する商標であ

り，これを登録することができないとした本件審決は，結論において正当である。

よって，本件請求は理由がないから，これを棄却することとして，主文のとおり判

決する。 

    知的財産高等裁判所第４部 

 

裁判長裁判官     高   部   眞 規 子 

 

 

裁判官     古   河   謙   一 

 

 

裁判官     関   根   澄   子 
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別紙 引用商標目録 

 

１ 登録番号  

 第５７５６４０２号 

２ 登録商標（標準文字）  

 マイナンバー 

３ 指定商品及び指定役務 

 第９類  （略） 

  第１６類 （略） 

 第２５類 （略） 

 第３５類 （略） 

 第３６類 （略）  

  第３８類 （略） 

 第４１類 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成２５年法律第２７号）に関する知識の教授，社会保障・税番号制度に関

する知識の教授，行政サービス又は行政手続に関する知識の教授，その他の技芸・

スポーツ又は知識の教授，行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）に関するセミナーの企画・運営又は

開催，社会保障・税番号制度に関するセミナーの企画・運営又は開催，行政サービ

ス又は行政手続に関するセミナーの企画・運営又は開催，その他のセミナーの企

画・運営又は開催，電子出版物の提供，図書及び記録の供覧，図書の貸与，書籍の

制作，映画・演芸・演劇又は音楽の演奏の興行の企画又は運営，映画の上映・制作

又は配給，演芸の上演，演劇の演出又は上演，音楽の演奏，放送番組の制作，教

育・文化・娯楽・スポーツ用ビデオの制作（映画・放送番組・広告用のものを除

く。），スポーツの興行の企画・運営又は開催，行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）に関するイベン
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トの企画・運営又は開催，社会保障・税番号制度に関するイベントの企画・運営又

は開催，行政サービス又は行政手続に関するイベントの企画・運営又は開催，興行

の企画・運営又は開催（映画・演芸・演劇・音楽の演奏の興行及びスポーツ・競

馬・競輪・競艇・小型自動車競走の興行に関するものを除く。），競馬の企画・運営

又は開催，競輪の企画・運営又は開催，競艇の企画・運営又は開催，小型自動車競

走の企画・運営又は開催，レコード又は録音済み磁気テープの貸与，録画済み磁気

テープの貸与，写真の撮影，娯楽の提供，通信を用いて行う音楽又は音声の提供，

通信を用いて行う映像又は画像の提供，出版物（電子出版物を含む）の企画・編集

及び制作，音響・音楽及びビデオ映像の記録物の制作，音響・音楽の制作，賞の企

画・運営又は開催，賞の企画・運営・開催又はその結果に関する情報の提供  

 第４２類 （略） 

 第４５類 （略） 


